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日本経済の構成 （需要項目別国内総生産)

2

経済指標からみた日本

出所：OECD Statから作成

民間最終消費支出が全体の50％超を占める。投資の指標となる総資本固定形成が占める割合が他
の主要国と比べて高いのも日本経済の特徴となっている。

2021年の需要項目別国内総生産（内訳）
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出所：「国民経済計算」（内閣府）(2022年9月8日時点）から作成 （注）総資本固定形成は民間企業設備、民間住宅、公的固
定資本形成等で構成。
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日本経済の構成 （経済活動別国内総生産）
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経済指標からみた日本

製造業が占める割合が他の主要国に比べて高く、製造業に強み。また、小売・卸・運輸・宿泊・飲食など
のサービス業のシェアも高めとなっている。

2021年の産業別国内総生産（内訳）

出所：「国民経済計算年次推計（2021年度）」（内閣府）から作成
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日本経済の見通し

4

経済指標からみた日本

コロナ禍からの緩やかな持ち直しが続く一方で、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や世界経済減速の影
響を受け、 2022年度の日本の実質経済成長率は1.7％程度を見込む。2023年度については、世界経
済の減速は見込まれるものの、「人への投資」や成長分野における官民連携の下での投資が促進されること
から、実質で1.5％程度の民需主導の成長が見込まれる。

2023年度の主要経済指標

出所：経済見通しと経済財政運営の基本的態度（内閣府, 2022年12月22日閣議了解）から作成
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前年比伸び率
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国内総生産（GDP) 2.5 1.7 1.5
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民間住宅 -1.1 -4.0 1.1
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GDP成長率の推移
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経済指標からみた日本

出所：「国民経済計算」（内閣府）(2022年11月28日時点）から作成

日本経済は新型コロナの影響を受け、2020年第2四半期にかけて大きく落ち込んだのち回復に
向かっていたが、2021年以降は成長は鈍化している。

日本の実質GDP成長率（四半期、季節調整済み、前期比）
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日本企業の景況判断

6

経済指標からみた日本

新型コロナにより大きく悪化した企業の業況判断は徐々に回復しており、2022年以降、特に非製造
業の業況判断D.I.は上昇傾向にある。

出所：「全国企業短期経済観測調査」（日本銀行）から作成
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設備投資の動き

7

経済指標からみた日本

設備投資は2018年度を頂点とし減少傾向にあったが、2021年度に持ち直し過去2番目の水準に
まで回復した。

出所：「法人企業統計調査」（財務省）から作成

設備投資の推移（全産業）
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国内消費動向

8

新型コロナの影響を受け、2020年4月の消費者態度指数は比較可能な1982年以降、最低と
なった。以降、指数は緩やかに回復したものの、2022年に入って下降傾向にある。

出所:「消費動向調査」（内閣府） から作成
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国内製造業動向

9

 全体の指数は、2020年5月に2008-2009年経済危機の水準まで落ち込んだが、
徐々に回復している。

 輸送機械工業は変動が大きく、食料品・たばこ工業は上昇傾向。

注：全体およびウェイトの大きな上位種を表示。
出所：「鉱工業生産指数」（経済産業省）から作成
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国内サービス産業動向

10

 全体の指数は比較可能な2008年以降で最低となった2020年5月以降、回復傾向を示した
ものの、2021年以降は横ばいで推移。

 2022年に入り、観光や飲食サービスを含む生活娯楽関連サービスは持ち直している。

注：全体およびウェイトの大きな上位業種を表示。
出所：「第3次産業活動指数」（経済産業省）から作成
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対日投資フロー

11

対日投資動向

 2021年の対日直接投資額フローは3兆6,048億円で、日本への新たな投資や増資の傾向
を表す株式資本が大幅に伸びた。

資本形態別フローの推移

出所：「国際収支状況」（日本銀行、財務省）から作成
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地域・国/地域別にみる対日直接投資フロー
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対日投資動向

対内直接投資フロー（地域別） 対内直接投資フロー（国・地域別）

 2021年のフローを地域別にみると、アジアが2兆3,686億円で最多だった。うち、香港が1兆
3,299億円で前年比539.4％と大きく伸ばした。

出所：「国際収支統計」（財務省、日本銀行）から作成
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順位 国・地域 2021年 伸び率
（前年
比）

割合

1 香港 13,299 539.4 36.9
2 米国 10,666 -34.3 29.6
3 シンガポール 8,060 69.9 22.4
4 ケイマン諸島 5,496 - 15.2
5 オーストラリア 3,100 - 8.6
6 フランス 2,298 2,175.2 6.4
7 ドイツ 1,765 14.2 4.9
8 韓国 1,167 37.3 3.2
9 中国 885 -42.7 2.5
10 カナダ 503 458.9 1.4
- 全体 36,048 -44.6 100.0
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業種別にみる対日直接投資フロー

13

対日投資動向

注：①国・地域別の統計とは計上原則が異なる。②業種によっては引揚超過の業種がある。
出所：「国際収支統計」（財務省、日本銀行）から作成

対内直接投資フロー（業種別） 対内直接投資フロー（詳細業種別）

 2021年のフローを業種別にみると製造業が50.1%、非製造業が49.9%だった。
 詳細業種別にみると、化学・医薬が1兆4,713億円で最多だった。

製造業
50.1 %

非製造業
49.9 %

（億円、％）

順位 業種
2021年

伸び率
（前年比）

1 化学･医薬 14,713 987.7
2 金融･保険業 9,297 25.1
3 通信業 4,246 2,981
4 電気機械器具 2,350 49.1
5 サ-ビス業 613 -30.1
6 運輸業 487 130.6
7 一般機械器具 137 -34.7
8 鉄･非鉄･金属 102 250.0
9 建設業 98 -
10 木材･パルプ 88 860.4

- 卸売･小売業 -2,403 -
- 輸送機械器具 -3,293 -
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対日投資残高

14

対日投資動向

 2021年末の対日直接投資残高は40兆5,044億円で、残高の対GDP比は7.5%となった。

対日直接投資残高の推移

出所：「本邦対外資産負債残高」（財務省、日本銀行）、｢国民経済計算」（内閣府）から作成
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地域・国/地域別にみる対日直接投資残高

15

対日投資動向

対内直接投資残高（地域別）
（2021年末）

出所： 「本邦対外資産負債残高」（財務省、日本銀行）から作成

 残高を地域別にみると、欧州が44.0%で最多。アジアが伸長し、初めて北米を上回った。
 詳細をみると米国が22.8%で最多で、英国（14.0%）などが続く。

対内直接投資残高（国別）
（2021年末）
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業種別にみる対日直接投資残高

16

対日投資動向

出所： 「本邦対外資産負債残高」（財務省、日本銀行）から作成

 残高を業種別にみると、非製造業が65.6%、製造業が34.4%を占める。
 詳細業種別にみると、金融・保険業が全体の40.5%を占める。

対内直接投資残高（業種別）
（2021年末）

対内直接投資残高（詳細業種別）
（2021年末）
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国内企業・機関との協業・連携の状況

18

外資系企業の日本でのオープンイノベーションへの取り組み

 ジェトロが国内外資系企業に対して実施したアンケート調査によると、協業・連携を「実施してい
る」・「過去に実施したことがある」・「実施を検討している」外資系企業は、全体の41.2%だった。

 国内での業種別でみると、製造業(29.4%)、サービス業その他(25.9％)で「実施している」と
回答した割合が高い。一方、小売業では18.0％が「実施したことはないが、検討している」と回
答しており、実施意欲が高い。

出所：「外資系企業ビジネス実態調査」（ジェトロ）2021年9－10月実施 から作成

業種別にみる協業・連携の実施状況
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地域別にみる協業・連携のパートナー

19

外資系企業の日本でのオープンイノベーションへの取り組み

 親会社の地域別で協業パートナー(検討中を含む)をみると、アジアでは中小企業(代理店を除く)
が高い(51.1％)一方、北米、欧州では大学が最も高かった(それぞれ、52.1％、46.4％)。

出所：「外資系企業ビジネス実態調査」（ジェトロ）2021年9－10月実施 から作成

国内の外資系企業の協業・連携パートナー
（％）

中小企業（代理
店を除く）

大学（研究室、
教授などとの連携
を含む）

大企業（代理店
を除く）

代理店 大学以外の研究
機関（研究室、
研究者などとの連
携を含む）

スタートアップ その他 無回答

全体 45.9 43.0 40.2 19.6 18.8 10.0 2.4 3.3
北米 41.0 52.1 40.2 15.4 19.7 7.7 - 0.9
アジア 51.1 32.6 38.8 18.5 15.7 10.7 1.7 5.1
欧州 45.5 46.4 43.3 21.9 20.5 9.4 4.5 3.1
その他 37.5 43.8 25.0 25.0 25.0 18.8 - 6.3
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スタートアップ育成5か年計画（1/3)

20

日本政府は2022年11月に同計画を発表。スタートアップの起業加速と、既存大企業によるオー
プンイノベーションの推進を通じて、日本にスタートアップを生み育てるエコシステムを創出することを
ねらう。

スタートアップへの投資額を2028年3月までに2021年比で10倍を超える10兆円規模とする。
さらに将来においてユニコーン企業を100社創出し、スタートアップを10万社創出する。

以下の大きな3本柱の取組を一体として推進。

① スタートアップ創出に向けた
人材・ネットワークの構築

② スタートアップのための資金供給の強化
と出口戦略の多様化

③ オープンイノベーションの推進

目標

パッケージの方向性

海外のベンチャーキャピタル・
スタートアップ・起業家に対
し、魅力的な連携パート
ナー、投資先、市場を提供。

出所：内閣官房資料から作成

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み
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スタートアップ育成5か年計画（2/3) ３つの柱とその主な取組み

21

出所：内閣官房資料から作成

① スタートアップ創出に向けた人材・ネットワークの構築
 メンターによる支援事業の拡大・横展開

産業界・学界のトップランナーメンターによる才能ある人材の発掘・プロジェクト指導について、対象を拡大することなどにより、2028
年3月までに現在の年間70名規模から500人規模への拡大を目指す。

 1大学1エグジット運動
大学からの起業を後押し、1研究大学から50社の起業と1社のエグジットを目指す。

 大学・小中高生でのスタートアップ創出に向けた支援
スタートアップ・エコシステム拠点都市を中心に、海外のアクセラレーターやベンチャーキャピタルの参加を得て、大学発の研究成果の
事業化を５年間で5,000 件以上を支援。これを後押しするため現在の10 倍規模となる５年間分 1,000 億円の基金を新規
造成。

 グローバルスタートアップキャンパス構想
海外トップ大学の誘致、優秀な研究者の招へい等により、ディープテック分野の国際共同研究とインキュベーション機能を兼ね備えた、
官民の資金導入によるグローバルスタートアップキャンパスを創設。国内外企業とも連携することで、国内企業のイノベーション創出力
を向上。

 海外起業家・投資家の誘致拡大
スタートアップビザ（外国人起業活動促進事業）を拡充する。具体的にはこれまでビザ確認の実施は国が認定した地方自治体に
限られていたが、これを国が認定したベンチャーキャピタルやアクセラレーターなどの民間組織にも拡大するとともに、最長在留期間の
延長を図る。また、海外のエンジェル投資家が日本で活動できるよう在留資格付与の円滑化を図る。加えて、銀行口座開設の手
続きの円滑化を図る。

など

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み
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③ オープンイノベーションの推進
 オープンイノベーションを促すための税制措置等の在り方

スタートアップの成長に資するものに限定したうえで、既存発行株式の取得に対してもオープンイノベーション税制を措置。
事業会社の傘下で大きく成長する出口戦略となる M&A を促進。また、スタートアップと連携する場合の研究開発税制に
ついて、優遇措置を拡充。

 組織再編の更なる加速に向けた検討
大企業が有する経営資源（人材、技術等）の潜在能力発揮を促すため、スピンオフを行う企業に持分を一部残す場合
についても課税の対象外とする。

 M&A を促進するための国際会計基準（IFRS）の任意適用の拡大
のれんの償却を行わない国際会計基準（IFRS）の任意適用の拡大促進。 など

スタートアップ育成5か年計画（3/3) ３つの柱とその主な取組み

22出所：内閣官房資料から作成

② スタートアップのための資金供給の強化と出口戦略の多様化

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み

 中小企業基盤整備機構のベンチャーキャピタルへの出資機能の強化
国内外ベンチャーキャピタルへの出資を念頭に200億円の出資機能の強化。若手キャピタリストが経営するベンチャーキャピタルに限
定した出資枠の創設等の国内ベンチャーキャピタルの育成支援、ディープテックのスタートアップに対する債務保証制度の上限額の見
直し等を検討。

 産業革新投資機構の出資機能の強化
新たにこれまで（1,200億円）の2倍程度の投資規模となるファンドを立ち上げ。

 新エネルギー・産業技術総合開発機構による研究開発型スタートアップへの支援策の強化
現在比で３倍規模となる５年間分 1,000 億円（年間 200億円）の基金を新規造成。補助上限の拡大、支援メニューの拡
大等を実施。

 海外の投資家やベンチャーキャピタルを呼び込むための環境整備
ファンドが保有する未公開株式について、取得原価での評価の代わりに公正価値評価（時価評価）の導入を促進。投資事業有
限責任組合（LPS）の投資対象について、海外投資比率の上限撤廃を図る。 など
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スタートアップ・エコシステム拠点都市

23

内閣府はエコシステム機能の強化のため、スタートアップの育成に向けた支援を行う政策を発表し、
「グローバル拠点都市」4都市、「推進拠点都市」4都市の計８都市を選出した。

出所：内閣府資料から作成

スタートアップ・エコシステム東京
コンソーシアム

仙台スタートアップ・
エコシステム推進協議会

Central Japan Startup
Ecosystem Consortium

大阪・京都・ひょうご神戸
コンソーシアム

広島地域イノベーション
戦略推進会議

北九州市SDGs
スタートアップエコシステム
コンソーシアム

札幌・北海道スタートアップ・エコシステム推進協議会

福岡スタートアップ・
コンソーシアム

グローバル拠点都市

推進拠点都市

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み



Copyright (C) 2023 JETRO. All rights reserved. 

スタートアップ・エコシステム戦略

24

7つの戦略の下に8都市のスタートアップ・エコシステムを支援し、都市や大学を巻き込み、起業家
教育やアクセラレータ機能を抜本的に強化する。

戦略１：スタートアップ・エコシステム拠点都市の形成

戦略２：大学を中心としたエコシステム強化

戦略３：世界と伍するアクセラレーション・プログラム*の提供

戦略４：技術開発型スタートアップのギャップファンド**促進

戦略５：政府、自治体が顧客となってチャレンジを推進

戦略６：エコシステムの「繋がり」形成の強化、気運の醸成

戦略７：研究開発人材の流動化促進

＊ ビジネスモデルの高度化等を支援しスタートアップの成長を加速するプログラム
＊＊試作開発費等、基礎研究と事業化の間に存在するギャップ（空白）を埋める資金

出所：内閣府資料から作成

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み
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デジタル田園都市国家構想

25

 「デジタル田園都市国家構想」は、デジタルの力を活用して大都市への一極集中から地方・地域への多極集中に転換し、「全
国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会」を目指す取組で、地方・地域での社会課題として挙げられる産業の空洞化や
高齢化・過疎化等の解決を図る。本構想実現に向けて、2021年11月に「デジタル田園都市国家構想実現会議」が発足。
2022年6月の第8回会議では、「デジタル田園都市国家構想基本方針」について議論、同月、閣議決定された。

 「デジタル田園都市国家構想基本方針」では(1)デジタルの力を活用した地方の社会課題解決、(2)ハード・ソフトのデジタル
基盤整備、(3)デジタル人材の育成・確保、(4)誰一人取り残されないための取組を4本柱として本構想の実現を目指すとし
ており、これらの取組を推進するため、KPI(Key Performance Indicator)を設定している。

 具体的には、「転職なき移住」を実現するため、地方でのテレワーク推進のためのサテライトオフィス等への施設整備の支援や
光ファイバ、5G、データセンターや海底ケーブル等の通信インフラの整備を推進する。また、地方・地域での社会課題解決に必
要となるデジタル推進人材の育成・確保のため、デジタル分野の高度外国人材を含め、各地域に定着できるように支援する。

「デジタル田園都市国家構想」におけるKPIの概要
構想実現に向けた取組方針 KPI(Key Performance Indicator)

デジタルを活用した地方の社会課題解決
地方公共団体1,000団体が2024年度末までにデジタル実装に取り組む
2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体1,000団体に設置
地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる経営人材を国内100地域に展開

デジタル田園都市国家構想を支えるハー
ド・ソフトのデジタル基盤整備

光ファイバの世帯カバー率について、2027年度末までに世帯カバー率99.9％とすることを目指す
5Gの人口カバー率について、2023年度末に全国95％、2025年度末までに全国97％、2030年度末
まで全国99％とすることを目指す
全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を５年程度で整備する
日本を周回する海底ケーブル(デジタル田園都市スーパーハイウェイ)を2025年度末までに完成させる

デジタル人材の育成・確保 デジタル推進人材について、2022年度～2026年度累計で230万人育成
誰一人取り残されないための取組 デジタル推進委員の取組を2027年度までに5万人
出所：内閣官房、内閣府資料から作成

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み
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スーパーシティ構想

26

選定都市における規制緩和などにより、ドローンによる配送や遠隔医療・介護、自動運転といった先進的
サービスの社会実装、幅広い分野でのデータの連携をとおして未来社会の実現を加速させる。
 スーパーシティ型国家戦略特区では、大胆な規制改革と併せて、データ連携基盤を活用した複数の先

端的サービスを実施。2030年頃に実現される未来社会の先行実現を目指す。
 デジタル田園健康特区では、デジタル技術を活用し、健康・医療などをはじめとした地域の課題解決に

重点的に取り組むことにより、 「デジタル田園都市国家構想」を先導するモデルとなることを目指す。

出所：内閣府資料から作成

スーパーシティ型国家戦略特区

デジタル田園健康特区

つくば市
大学等の研究開発の成果や多様な人材を生かし、産学官連携の下、幅
広い分野におけるデジタル技術を活用したイノベーションの実現。「誰一人
取り残さない」包摂的な社会のモデルを構築する。（外国人研究者による
創業活動の促進、ロボットを活用した障害者の雇用機会の拡大等）

大阪府・大阪市
「夢洲」、「うめきた２期」という２つのグリーンフィールドを中心に、2025年
開催の万博レガシーを継承していくことも見据え、先端的サービスにより、
住民の生活の質向上と都市競争力の強化を図る。（次世代都市型
MaaSや空飛ぶクルマの社会実装等）

加賀市、茅野市、吉備中央町
革新的事業連携型の国家戦略特区の枠組みを活用し、健康・医療分
野等における革新的な事業を先行的に実施するため、３自治体の連携
による取組を強力に推進する。（AI技術等を活用した遠隔医療・リハビリ
や介護サービスの充実等）

つくば市
大阪府・大阪市

吉備中央町

加賀市 茅野市

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み
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プロジェクト型「規制のサンドボックス」制度の創設（2018年6月～）

27

新事業・新技術を活用した実証実験を行い、その実証データを基に既存規制の見直しを検討す
る。

出所：成長戦略ポータルサイト＞規制のサンドボックス https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/regulatorysandbox.html

新技術：IoT、ブロックチェーンなど
新事業：プラットフォーマー型ビジネスなど

規制により実用化困難

内閣官房一元的窓口に相談

規制所管大臣に実証計画の申請

規制の特例措置

期間、参加者を限定して実証実験

外国企業・外資系企業と
政府の一元的窓口との連絡調整

実証データに基づき規制改革
市場との対話・実証による政策形成

日本政府

イノベーション・エコシステム発展に向けた政府の取り組み

出所：「国民経済計算年次推計（2021年度）」（内閣府）から作成
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経産相から計画認定された16自治体

福岡市、愛知県、岐阜県、神戸市、大阪市、
三重県、北海道、仙台市、横浜市、茨城県、
大分県、京都府、渋谷区、浜松市、兵庫県、
新潟県

「外国人起業活動促進事業」制度（通称「Startupビザ」）（2018年12月～）

28

地方自治体から起業支援を受ける外国人起業家に対し、最長1年間、起業準備活動のための
在留資格「特定活動」を付与する制度。

出所：「外国人起業活動促進事業に関する制度の概要」（経済産業省）
http://www.meti.go.jp/policy/newbusiness/startupvisa/index.html

外国人起業家自治体

入管局 在留資格「特定活動」6カ月＋6カ月を付与

「起業準備活動計画」を自治体に提出

「外国人起業活動管理支援計画」

起業準備

最長1年間

在留資格「経営・管理」
取得の見込みを審査

在留資格「経営・管理」取得の要件準備
事務所開設
資本金 など

起業支援を開始
ワンストップ相談窓口

コワーキングスペース提供 など

入管局 在留資格「経営・管理」を付与

起業

起業家・高度人材のアクセス円滑化に向けた政府の取り組み
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外国人創業活動促進事業
活用自治体11自治体

東京都、神奈川県、京都府、
兵庫県、新潟市、福岡市、

北九州市、仙台市、愛知県、
広島県、今治市

起業準備活動期間の延長 （2022年12月～）

29

2022年12月から「外国人起業活動促進事業」制度と「国家戦略特別区域外国人創業活動促進
事業」制度の併用が可能に。具体的には、 「外国人起業活動促進事業」期間内に起業に至らなかっ
た場合、 「国家戦略特別区域外国人創業活動促進事業」(*)を活用することで、在留資格「経営・管
理」を獲得するまで最大18カ月の起業準備期間が与えられる。

出所：経済産業省、内閣府資料を基にジェトロ作成

在留資格「特定活動」
(外国人起業活動促進事業)
最長6カ月＋6カ月

起業準備

起業家・高度人材のアクセス円滑化に向けた政府の取り組み

在留資格「経営・管理」
(外国人創業活動促進事業)
最長6カ月

起業準備
在留資格「経営・管理」の要件
を満たせなかった場合…

まだ、起業準備
に時間がかかり

そう…

起業実現
在留資格「経営・管理」

外国人起業家等の
受入れ促進へ

(*)2015年7月～制度導入
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高度外国人材の活躍促進

30

起業家・高度人材のアクセス円滑化に向けた政府の取り組み

2017年4月から高度外国人材の永住許可申請に要する在留期間を大幅に短縮。また、高度
人材ポイント制の要件の見直しも実施。高度外国人材には、海外とのビジネス拡大や、イノベー
ションを加速する活躍が期待される。

出所：総務省、JETRO 高度外国人材活躍推進プラットフォーム https://www.jetro.go.jp/hrportal/

高度人材ポイント制*：
年齢・学歴・職歴・年収+ポイント加算措置＝70ポイント以上
で高度専門職在留資格獲得

高度外国人材の
就業・定着

在留資格 「研究」 「技術・人文知識・国際業務」
「経営・管理」 「法律・会計業務」

高度学術研究活動 / 高度専門・技術活動 / 高度経営・管理活動

70ポイントなら
3年の在留で

80ポイントなら
1年の在留で

日本版高度外国人材グリーンカード
在留期間「無期限」申請可能

高度外国人材の
活躍

イノベーション加速
生産性向上

＊ 次ページ 認定件数とポイント算定例
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高度外国人材の認定件数
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起業家・高度人材のアクセス円滑化に向けた政府の取り組み

高度人材ポイント制の認定件数は、約34,700件。（2022年6月末時点）

出所：法務省「高度人材ポイント制による出入国在留管理上の優遇制度」http://www.immi-moj.go.jp/newimmiact_3/index.html
「外国人ＩＴ人材の在留資格と高度人材ポイント制について」（出入国在留管理庁・経済産業省商務情報政策局）

70ポイント認定例
年齢 学歴 職歴 年収 活動
23歳 15 日本トップ大学卒 30 - 400万円 10 ＩＴ業務

日本語能力試験Ｎ１ 15
30歳 10 外国大学MBA取得 25 ＩＴ関連７年勤務 15 600万円 20 経営支援ソフト開発
36歳 5 IT関連試験2つに合格 10 ＩＴ関連10年勤務 20 700万円 25 ＩＴシステム運用管理

日本語能力試験Ｎ２ 10
39歳 5 外国大学卒 10 ＩＴ関連11年勤務 20 900万円 35 情報処理技術部門マネジメント

12 36 313 579 1,556
3,531

5,487
8,515

12,945

18,286

23,876

29,084

34,726

5月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月 12月 6月

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022
年

(合計認定件数)

高度専門・技術活動

高度学術研究活動

高度経営・管理活動



Copyright (C) 2023 JETRO. All rights reserved. 

改正５G促進法
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支援対象
特定半導体※1等について、生産施設の整備及び生産を行う計画を認定。
※1 5G情報通信システムに不可欠な大量の情報を高速度での処理を可能とするもので、国際的に生産能力が限られ
ている等の事由により国内で安定的に生産することが特に必要なものとして政令で定める種類・性能を有するもの。

認定基準

(a) 指針への適合性、事業実施の確実性
(b) 一定期間以上継続的な生産
(c) 国内での安定的な生産に資する取組を行うもの
(需給ひっ迫時の増産、生産能力強化のための投資及び研究開発等)
(d) 技術上の情報管理のための体制整備

支援措置

認定導入計画にかかる事業を対象にした以下の支援措置の実施が一定条件のもと可能に
1．事業のための融資を行う金融機関を対象とした日本政策金融公庫による融資(支援金融機関の支援)
2．事業実施のために設立した株式会社の発行株式の中小企業投資育成株式会社※2 による引き受け(資金調達
の支援)
※2 成長志向のベンチャー企業、中小企業・中堅企業に長期安定資金を提供し、自己資本の充実とともに経営の安
定化や企業成長を支援する国の政策実施機関
3．中小企業者を対象に、事業高度化のための資金の融資にあたって一定の保証が付与される中小企業信用保険
法の特例の適用(融資にかかる保証面での支援)
4．新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)による認定事業者に対する助成金※3、認定事業者に貸し付け
を行う金融機関に対する利子補給金の支給
※3 33頁「改正NEDO法」参照

出所：経済産業省ウェブサイトより作成

 デジタル化の基幹製品である半導体は、世界的なデジタル化対応の進展に伴い重要性が再認識されている。自動車や医療
機器などあらゆる産業での活用が進むなか、世界的に需給状況がひっ迫するなど半導体の確保は経済安全保障上の観点か
ら重要である。日本国内における半導体の安定的な生産体制の構築を目指すべく、半導体関連の設備投資を支援する関
連法改正案が2021年12月に成立、2022年3月に施行された。

 具体的には、特定高度情報通信技術活用システムの開発供給及び導入の促進に関する法律(５G促進法)と国立研究開
発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法(NEDO法)の一部を改正するもので、改正５G促進法により国内における
高性能半導体生産設備の整備に関して計画認定制度を創設し、改正NEDO法により認定された場合は助成金を交付する。

高性能半導体生産設備などの認定制度と支援措置

重要・基幹技術の導入促進に資する支援制度
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半導体生産施設整備等事業者

計画認定申請

経済産業省

認定

NEDO

助成金交付申請
補助金

助成金交付

※1/2以内で認定特定半導体生産施
設整備等計画ごとに経済産業省の指
示する助成率

 政府は国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法を改正(改正NEDO法)し、NEDOが認定計画に沿っ
て実施される高性能半導体などの生産設備の整備に対して助成金を交付するための基金を設置した。

 経済産業大臣が認定した特定半導体の生産施設整備に対して、NEDOに置かれた6,170億円の基金を活用して助成金を
交付する。事業者は、経済産業省に対して計画認定申請をし、認定された場合は、土木・建築工事費や機械装置等製
作・購入費など、生産施設整備と認められる経費について、助成率1/2以内(認定特定半導体生産施設整備等計画ごとに
経済産業省の指示する助成率)で助成を受けることができる。2022年5月より交付申請を開始している。

特定半導体基金事業の実施方式

重要・基幹技術の導入促進に資する支援制度

出所：新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）ウェブサイトより作成
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【適用期限】2025年3月31日まで

対象事業者 税額控除 特別償却
全国5G導入事業者 条件不利地域

(過疎地域等)

FY2022 15%

30%

FY2023 9%
FY2024 3%

その他地域
FY2022 9%
FY2023 5%
FY2024 3%

ローカル５Ｇ導入事業者 FY2022 15%
30%FY2023 9%

FY2024 3%
※控除額は当期法人税額の20％を上限
対象設備
１．全国５Gシステム
■基地局の無線設備(屋外に設置する親局・子局)
※マルチベンダー化・SA（スタンドアロン）化したものに限る。その他地域については、多素子アンテナ又はミリ波対応のものに限る
（令和５年度末まで）。
２．ローカル５Gシステム
■基地局の無線設備
■交換設備
■伝送路設備(光ファイバを用いたもの)
■通信モジュール
※先進的なデジタル化の取り組みに利用されるものに限る。
出所： 経済産業省、総務省ニュースリリースから作成

 日本でも利用が開始された次世代ネットワーク規格である 5Gは、自動配送や工場のスマート化など地域の社会課題解決に
資するICTインフラとして注目される。2020 年の通常国会における所得税法などの一部を改正する法律案の成立により、５G 
導入促進税制が導入された。５G導入促進税制は５G ネットワーク拡充を後押しするため、認定された導入計画に従って導
入される全国・ローカル5G の一定の設備投資について、投資額に応じた税額控除あるいは投資設備の特別償却適用の税制
優遇措置を設ける。

 2022年度の税制改正では、「デジタル田園都市国家構想」の実現に向け、特に地方での基地局整備を加速化すべく制度を
見直した上で、 適用期限を３年間延長し、税額控除率を階段状にすることで、今後３年間での集中的な整備を促進する。
対象事業者、税額控除率などは以下の通りである。

５Ｇ導入促進税制の概要

重要・基幹技術の導入促進に資する支援制度
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